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今月の表紙「バナナ」

 02

本稿執筆時点では、衆議院総選挙の真っ只中である。選挙終了後、果た

してどのような政権が誕生しているであろうか。今回の総選挙にあたっては

「地域主権」或いは「地方分権」「道州制導入」が、自民党・民主党などの

マニフェストに謳われ、争点の一つになっている。長年「地域経済活性化」

「地方行財政改革」に関わってきた私からすると、各党の公約に謳われる

ことは画期的なことであり、どのような政権が誕生しても、実現に向けて積

極的に議論を深めていって欲しいと期待している。

私は経営者として「現場主義〜現場に立ち、現場から物事を考える〜」

を常に心掛けている。そしてそれと同様に「地域主権」の実現にとっても、

「現場から」即ち「地域住民が自ら地域を経営する」視点が肝要と考えて

いる。明治維新以来の中央集権体制により、我が国に平和や経済的繁栄

がもたらされたことは確かだ。しかしその分、日本国民は「平等に与えられ

ること」に慣れきってしまっている。これまで「地方分権」が遅 と々して進ま

なかったのは、既得権益を手放したくない中央官庁に大きな要因がある

のだろうが、地方側の過度な中央依存にも原因がある。それと決別する覚

悟、自ら地域主権を構築する当事者意識が、より必要である。地域経営に

はさまざまな形態があってよい。例えば「道州制」も、一度導入したらそれ

で決まりではなく、「道州の枠組みを状況に応じて組み直す」といった試行

錯誤が継続的に行われ、時代や情勢に合った、地域経営が実践されること

が望まれる。

地方行財政改革委員会では9月に中間報告書を提出する予定である。

その中で地域主権型道州制を導入する上で避けては通れない課題として

「長期債務問題」「東京問題」を掲げ、今後検討を続けていく。今や国の

長期債務残高はGDP比約1.7倍にまで膨れ上がっており、一方日本の人口

は過半数が三大都市圏に集中。更に2055年には総人口が約8900万人に

まで減少すると言われている。

私たちは、子や孫に対し「健全な国家」を受け渡していく義務がある。

今後の会社経営や同友会活動などを通して、私なりに貢献していく所存

である。

（2009年8月執筆）
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バショウ科バショウ属の多年草で、正確には
果物ではなく野菜（果菜）に分類されます。樹
木に見えますが、茎のような部分は偽茎（ぎけ
い）と呼ばれ、茎に巻き付く葉鞘（ようしょう）
が重なり合ってできています。


